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1973年 4 月　早稲田大学法学部 助手（～1976年 3 月）
1976年 3 月　早稲田大学大学院法学研究科博士課程民事法学専攻単位取得退学
1976年 4 月　早稲田大学法学部 専任講師（～1978年 3 月）
1978年 4 月　早稲田大学法学部 助教授（～1983年 3 月）
1978年 4 月　長期在外研究（パリ第 2 大学，～1980年 2 月）
1980年 4 月　東京大学社会科学研究所 非常勤講師（～1982年 3 月）
1981年 5 月　日本土地法学会 理事
1982年 4 月　立教大学法学部 非常勤講師（～1983年 3 月）
1983年 4 月　早稲田大学法学部 教授（～2005年 3 月）
1987年 4 月　一橋大学法学部 非常勤講師（～1991年 3 月）
1988年 4 月　不動産鑑定士試験 試験委員（民法）（～1990年10月）
1989年 4 月　一橋大学大学院法学研究科 非常勤講師（～1989年 9 月）
1989年 4 月　明治大学法学部 非常勤講師（～1989年 9 月）
1989年 4 月　立教大学法学部・大学院法学研究科 非常勤講師（～1991年 3 月）
1989年10月　 産業構造審議会 臨時委員（知的財産政策部会、消費経済部会など）（～
2017年 7 月）
1990年 9 月　早稲田大学法学部 教務主任（学生担当）（～1994年 9 月）
1991年 1 月　司法試験第 2 次試験考査委員（民法）（～2000年12月）
1991年 4 月　名古屋大学大学院法学研究科 非常勤講師（～1992年 3 月）
1992年 5 月　（社） 日本都市計画学会 理事（～1996年 5 月）
1993年11月　法制審議会 民法部会幹事（～1998年12月）
1994年 7 月　北海道大学大学院法学研究科 非常勤講師（～1994年 9 月）
1995年11月　中央薬事審議会 委員（～2001年 1 月）
1996年10月　金融法学会 理事
1997年 6 月　 工業所有権審議会 臨時委員（法制部会損害賠償等小委員会委員長代理な
ど）（～1999年 7 月）
1998年 7 月　法制審議会 倒産法部会幹事（～1998年12月）
1998年11月　 JICA カンボディア重要政策中枢支援「法制度整備」民法作業部会 委員
（～2013年 3 月）
1998年12月　法制審議会 民法部会委員、倒産法部会委員（～2001年 1 月）
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1999年 4 月　日仏法学会 理事
1999年 8 月　日本さい帯血バンクネットワーク 副会長→会長（～2008年 3 月）




2001年 1 月　薬事・食品衛生審議会 臨時委員（薬事分科会）（～2003年 1 月）
2001年 8 月　Académie de Paris 交換研究員（パリ第 1 大学・第 2 大学，～2003年 3 月）
2003年 5 月　最高裁判所 司法修習委員会 委員（～2015年 7 月）
2003年10月　日本私法学会 理事（～2005年10月）
2004年 4 月　早稲田大学大学院法務研究科 教授
2004年 4 月　森・濱田松本法律事務所 客員弁護士
2005年 4 月　早稲田大学大学院法務研究科 研究科長（～2010年 9 月）
2005年 4 月　東京都収用委員会 委員（2009年 7 月 会長代理）（～2011年 3 月）
2005年 6 月　中央教育審議会 専門委員（大学分科会法科大学院特別委員会）
2005年 7 月　国土交通省 土地鑑定委員会 委員長（～2014年 7 月）
2005年12月　（財） 知的財産研究所 客員研究員
2006年10月　民法（債権法）改正検討委員会 委員長（～2009年 3 月）
2007年 4 月　早稲田大学法務教育研究センター 所長（～2010年 9 月）
2008年 7 月　カンボディア王国 Sahametrei 勲章オフィシエ
2010年11月　早稲田大学 総長、早稲田大学校友会 会長
2011年 2 月　科学技術・学術審議会 委員
2011年 4 月　法科大学院協会 理事長（～2017年 6 月）
2011年 4 月　原子力損害賠償紛争審査会 委員（2016年 6 月 会長）
2012年 2 月　高麗大学校 名誉法学博士
2012年 4 月　大学設置・学校法人審議会 特別委員（大学設置分科会）
2012年 8 月　法曹養成制度検討会議 委員（座長代理）（～2013年 8 月）
2013年 1 月　教育再生実行会議 座長
2015年 3 月　 宇宙政策委員会 臨時委員（宇宙産業・科学技術基盤部会 部会長代理、同
部会宇宙法制小委員会 委員長）（～2016年 3 月）
2015年 4 月　日中韓大学間交流・連携推進会議 委員（共同座長）
2015年 5 月　原子力委員会 専門委員（原子力損害賠償制度専門部会 部会長代理）
2015年 7 月　フランス共和国レジョン・ドヌール勲章シュヴァリエ
2016年 6 月　（一社） 日本私立大学連盟 会長
2016年 6 月　日本私立大学団体連合会 会長
2016年 7 月　全私学連合 代表
2016年 9 月　地方創生インターンシップ推進会議 座長
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2016年 9 月　北京大学 名誉博士
2017年 2 月　地方大学の振興及び若者雇用等に関する有識者会議 委員








『Enquête sur la transmisson héréditaire des fonds agricoles dans l’exploitation familiale 
en France.』（稲本洋之助・原田純孝と共著，東京大学社会科学研究所，1980年）
『分析と展開　民法Ⅰ・Ⅱ』（山田卓生・野村豊弘・円谷峻・新美育文・岡孝・池田真朗
と共著，弘文堂，1982年・1986年，第 2 版Ⅱ1989年・Ⅰ1997年，第 2 版増補Ⅰ2000
年，第 3 版Ⅱ1998年・Ⅰ2004年，第 4 版Ⅱ2003年，第 5 版Ⅱ2005年）




閣，1987年，第 2 版1994年，第 2 版補訂2003年，第 3 版2005年，第 3 版補訂2010年，
第 4 版2017年）
『目で見る民法教材』（淡路剛久・池田眞朗・泉久雄・岩城謙二・國井和郎・下森定と共
編著，有斐閣，1988年，第 2 版1994年，第 2 版増補2000年，第 2 版補訂 2 版2001年）




『知的財産担保の理論と実務（IIP 研究論集 2 ）』（編著、信山社、1997年）
『岩波講座・現代の法（全15巻）』（田中成明ほかと共編著，岩波書店，1997年）

















『法学講義民法 2  物権』（奥田昌道と共編，悠々社，2005年）


































「法律行為の取り消しと登記」The Law School 25号（1980年）
「土地法学の課題〈特集・法律学の課題と展望〉」ジュリスト731号（1981年）
「フランスにおける不動産取引と公証人の役割─『フランス法主義』の理解のために
（ 1 ）（ 2 ）」早稲田法学56巻 1 号・ 2 号（1981年）







「Research on succession to agricultural assets in Europe （interium report）」（利谷信義
＝稲本洋之助＝渡辺洋三＝原田純孝＝鎌田薫＝田山輝明＝ Jungnickel ＝広渡清吾）













































































「司法書士の登記申請にかかわる注意義務（上） （下）」月刊登記先例解説集30巻 2 号・
4 号（1990年）
「遺産共有」川井健＝鎌田薫・編『基本問題セミナー民法 3  親族・相続法』（一粒社，
1990年）
「営業秘密の保護と民法」ジュリスト962号（1990年）
「『財産的情報』の保護と差止請求権（ 1 ） ～ （ 6 ）─不正競争防止法改正案と民法理





























































「Report on Informed Consent in Blood Transfusions （International Forum: Japan）」
（Hitoshi Ota,Takanori Ueda,Kaoru Kamata,Michio Kaminishi,Tetsuji Shibata,Hiroo 






































































物権』（第 2 版1982年，第 3 版1989年，第 4 版1996年，第 5 版2001年，第 6 版2009年）
「不動産売買契約の成否（東京地判昭和57・ 2 ・17判時1049号55頁）」「民法94条 2 項の
第三者の範囲（最三小判昭和57年 6 月 8 日判タ475号66頁）」「境界不明地の時効取得
と登記（宮崎地判昭和57年 4 月19日判タ476号135頁）」「不動産の附合─公有水面を埋
め立てるために投入された土砂の帰属（最一小判昭和57年 6 月17日民集36巻 5 号824
頁）」判例タイムズ484号（1983年）





占有移転と善意取得（最三判昭57・ 9 ・ 7 民集36─ 8 ─1527）」「清算金請求権と留置権
の成否（最一判昭58・ 3 ・31判タ497─100）」法学セミナー1984年 3 月号（1983年主要
判例解説・民法）










「債務者が破産宣告を受けた場合と先取特権者の物上代位権（最一判昭59年 2 月 2 日民




上代位と差押（最二判昭60・ 7 ・19判時1168号60頁）」法学セミナー1986年 3 月号




























と建物保護法 1 条所定の対抗力（東京高判昭61・ 4 ・28）」「仮登記の効力（東京地判
昭60・ 6 ・28, 東京高判昭60・12・26）」判例タイムズ628号（1987年）
「賭場開帳資金の貸与と公序良俗違反・不法原因給付（最一判昭61.9.4）」法学セミナー
1987年 4 月号






















「日本ワイス vs. 日本ケミファ事件判決の検討」（座談会 鎌田薫＝円谷峻＝末吉亙＝中













「最近の担保判例とその評価（その 1 ） ～ （その 3 ）」（伊藤進＝甲斐道太郎＝賀集唱＝鎌
田薫＝國井和郎＝椿寿夫＝鳥谷部茂＝堀龍兒＝山野目章夫）法律時報63巻 7 号～ 9 号
（1991年）














方法（最判平 4 ・10・20民集46─ 7 ─1129）」NBL516号（1993年）
「民法五六六条三項にいう一年の期間の性質と権利保存の方法（最三小判平成 4 ・10・
20民集46─ 7 ─1129）」ジュリスト臨時増刊『平成 4 年度重要判例解説』（1993年）


















6 ・ 2 ・ 8 民集48─ 2 ─373）」ジュリスト臨時増刊『平成 6 年度重要判例解説』（1995
年）
「平成 4 年の重要判例をふり返って」（座談会 上原敏夫＝大江忠＝加藤新太郎＝鎌田薫
＝川井健＝田尾桃二＝円谷峻＝出口正義＝秦光昭＝松村弓彦＝宮廻美明＝山下友信＝
山本豊）「瑕疵担保による損害賠償請求権の除斥期間と裁判上の権利行使の要否（最





「転貸料債権に対する抵当権者の物上代位（（a）東京高決平 7 ・ 3 ・17、（b）大阪高決




渡通知の到達時の先後不明と供託金還付請求権の帰属（最三判平 5 ・ 3 ・30民集47巻
4 号3334頁）」，「一括請負人が材料を提供して築造した未完成建物の所有権の帰属
（最三判平 5 ・10・19民集47巻 8 号5016頁）」別冊 NBL『実務取引法判例（平成 5
年）』（1997年）
「抵当不動産について将来発生する賃料債権の譲渡と抵当権に基づく物上代位の競合
















12.9.22民集54─ 7 ─2574）」法学教室2001年 3 月号別冊『判例セレクト’00』
「転貸賃料債権に対する物上代位権行使の可否（最決平12・ 4 ・14民集54巻 4 号1552
頁）」ジュリスト臨時増刊『平成12年度重要判例解説』（2001年）
「債務不履行による賃貸借契約の解除と承諾がある転貸借の帰趨（最判平9.2.25民集51─
2 ─398）」別冊ジュリスト『民法判例百選Ⅱ』（第 5 版2001年，第 6 版2009年）
「海面下の土地」「不動産たる建物」奥田昌道＝安永正昭＝池田眞朗・編『判例講義　民
法Ⅰ総則・物権』（悠々社，2002年，補訂版2007年，第 2 版2014年）
「法102条 2 項にいう『利益』の意義」別冊ジュリスト『特許判例百選〔第 3 版〕』（2004
年）
「建築士の『名義貸し』と建物購入者に対する不法行為責任（最二小判平成15年11月14



































的・財政的手段」 （翻訳） 不動産研究22巻 4 号（1980年）
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「大深度地下利用の問題点（対談）」（鎌田薫＝岩城謙二）法令ニュース（税務経済社）
24巻 4 号（1989年）









































「取引基本契約書における PL 法対応 （上） （中） （下） （座談会）」（鎌田薫＝宮島敏夫＝伊
藤節＝杉岡修次）NBL578号～580号（1995年）
「法務省民事局第 3 課フランス不動産登記法（1955年 1 月 4 日の『土地公示を改革する
デクレ』第22号）」（共訳 : 馬場圭太＝澤野和博＝栗山朗子＝小粥太郎＝山野目章夫＝
後藤巻則）民事月報51巻 2 号，月刊登記情報36巻 8 号1996年）
「法務省民事局第 3 課 フランス不動産登記法（その 2 ）（その 3 ）1955年10月14日の
「1955年 1 月 4 日の土地公示を改革するデクレの適用のためのデクレ」第1350号（そ
の 1 ）（その 2 ・完）」（共訳 : 馬場圭太＝澤野和博＝栗山朗子＝小粥太郎＝山野目章










「書評 安永正昭＝道垣内弘人『民法解釈ゼミナール②物権』」法学教室1996年 5 月号
「行為無能力者と成年後見問題（早慶合同ゼミナール）」（星野英一＝鎌田薫＝池田眞朗）
法学教室1996年 6 月号


















































































「研究会・民事再生法─立法・解釈・運用〔第 6 回〕〔第 7 回〕」（伊藤眞＝高橋宏志＝田
原睦夫＝林道晴＝松下淳一＝深山卓也＝鎌田薫＝福永有利）ジュリスト1196号・1199
号（2001年）
『寄与侵害・間接侵害に関する研究（分担執筆）〈著作権研究所研究叢書 No. 4 〉』（著
作権情報センター附属著作権研究所，2001年）







































































































































「“L ＆ T”の発刊にあたって」Law & Technology（民事法情報センター）創刊号
（1989年）













「PL 制度導入と企業の対応のあり方」国際商業（国際商業出版）27巻 4 号（1994年）
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「量から質への転換へ」大学ランキング2013（2012年）








「戦地に逝ったワセダのヒーロー〈窓辺〉」静岡新聞2012年 5 月 1 日夕刊


























「Waseda Vision 150 グローバル人材育成の使命（座談会）」（鎌田薫＝弘兼憲史＝隅修
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三＝貞包みゆき）西北の風（早稲田大学校友広報誌）13号（2013年）
「大学の挑戦（第33回）早稲田大学 “Waseda Vision 150”をベースにアジアのリーディ
ングユニバーシティを目指します」経済界48巻24号（2013年）




「Higher Education in the Age of Globalization: Japan and France ─ Growing need for 
reciprocal recognition through academic and student exschanges.」（H.E.M.Christian 
Masset, Kaoru Kamata and Hidetoshi Nakamura）Japanese Journal of European 
Studies,Organisation for European Studies （Waseda University）2014 vol.2
「これからの自動車技術に期待すること」自動車技術（自動車技術会）68号（2014年）








「大 学 歴 訪 録　早 稲 田 大（対 談）」（鎌 田 薫 ＝ 高 宮 敏 郎 ＝ 奥 村 直 生）Y─SAPIX 





「Leader’s Eye エ グ ゼ ク テ ィ ブ の 視 線 早 稲 田 大 学 総 長 鎌 田 薫（イ ン タ ビ ュ ー）」
DELTA Sky Magazine（デルタ航空）2015年 7 ─ 8 月号
「学びの未来を創る─年3000人留学　進む国際化」朝日新聞2015年 7 月 3 日
「対談・佐賀県と早稲田の未来」（山口祥義＝鎌田薫＝中尾清一郎）佐賀新聞2015年 7 月
25日
「Globalization in education : Cutting─edge university instills a global perspective in its in








































3 月 3 日号
「インターンシップと地方創生」日本経済新聞2017年 3 月29日























編）」学校法人（学校経理研究会）2018年 2 月号・ 3 月号
